
（参考）

地方法人特別譲与税の概要

区 分 内 容

１ 譲 与 団 体 都道府県

２ 譲 与 総 額 地方法人特別税（国税）の収入額の全額

３ 譲 与 基 準 譲与総額 の２分の１の額 ： 人口※

譲与総額 の２分の１の額 ： 従業者数※

※ 法人事業税の税率引下げを行うとともに、地方法人特別税及び地方法人特別譲与税

の創設による減収額が財源超過額の１／２を超える場合、減収額の１／２を限度とし

て当該超える額を譲与額に加算した額を控除した額

４ 譲 与 時 期 ５月、８月、１１月、２月

５ 譲与税の使途 条件・制限なし

６ 譲 与 見 込 １５，６４１億円

（H23年度地方財政計画）

（参考）地方法人特別税（国税）の概要

区 分 内 容

１ 納 税 義 務 者 法人（法人事業税（所得割又は収入割）の納税義務者）

２ 課 税 客 体 基準法人所得割額及び基準法人収入割額

３ 課 税 方 式 申告納付

４ 課 税 標 準 法人区分 標準税率 税率

及 び 税 率 付加価値割額、資本割額及び所 基準法人所得割額 １４８％

得割額の合算額によって法人事

業税を課税される法人

所得割額によって法人事業税を ８１％

課税される法人

収入割額によって法人事業税を 基準法人収入割額 ８１％

課税される法人

５ 適 用 期 日 平成２０年１０月１日以降に開始する事業年度から適用。


